
 

『高齢化率は２９．３％－白書 ７５歳以上が６５歳以上上回る』 
 

 令和７年版高齢社会白書によれば、令和６年１０月１日時点で日本の総人口は約１億2，３８０万人、そ

のうち６５歳以上は約３，６２４万人で、高齢化率は２９．３％に達した。６５～７４歳が１，５４７万人（１２．５％）、

７５歳以上が２，０７８万人（１６．８％）となり、後者が前者を上回った。２０７０年には２．６人に１人が６５歳以

上、４人に１人が７５歳以上となる見通しであり、超高齢社会の進展が続くとされ

る。 

 健康寿命は令和４年時点で男性７２．５７年、女性７５．４５年と横ばい傾向。６

５歳以上の就業者数は２１年連続で増加し、就業率も大幅に上昇しており、特

に６５歳以上の就業率は３５．６％に上り、７５歳、８０歳まで、あるいはずっとと

いった高齢者が４０％を超えた。経済的不安の要因としては、物価上昇、収入

や貯蓄の不足、医療・介護費の負担増、災害リスクが挙げられ、高齢期の就業

促進や資産形成支援、介護予防体制の充実が求められている。また、一人暮ら

し高齢者も増加し、２０５０年にはそれぞれ２６．１％・２９．３％に達する見込みで

ある。政府は全世代型社会保障やユニバーサル社会の実現、地域包括ケア

や、住環境整備、災害対策等に取り組む方針を明示している。 

 

『人材開発政策の在り方研究会 ４つの柱で報告書発表』 
 

 厚生労働省はこのほど、「今後の人材開発政策の在り方に関する研究会報告書」を取りまとめ、公表し

た。有識者会議による議論を踏まえ、今後の人材開発政策は「（１）労働市場でのスキル等の見える化の

促進」「（２）個人のキャリア形成と能力開発支援の充実」「（３）企業の人材開発への支援の充実」「（４）人

材開発機会の拡大・技能の振興」の四本柱で整理されている。（１）では、Ｏ－ｎｅｔや職業能力評価ツー

ル、ジョブカード活用など、インフラ整備により求職者・企業双方が能力と適性を客観的に把握できる環

境整備が謳われている。次に（２）は、人生１００年時代における主体的学び

直しの支援を重視。新卒一括採用や長期雇用といった従来型慣行からの

転換と労働者の自律性を促す。三つ目の（３）では、特に中小企業に対して、

複数企業による共同育成体制や専門家の伴走型支援が推奨されており、

連携による効率的な教育体制構築を進める。（４）では、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０やＤＸ

を見据えたデジタル利活用人材の育成、技能五輪など技能伝承の仕組み

整備が挙げられ、技術革新と伝統技能の両輪で人材基盤の強化が目指さ

れている。今後は本報告を踏まえ、労働政策審議会人材開発分科会にお

いて、次期職業能力開発基本計画の策定が進行される見通し。 
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